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第2章　信書便事業に関する制度及び動向

総務省では、信書を適切に送っていただき、ま

た信書便事業について知っていただくため、信書

の定義や信書便制度などについての説明会を開催

しております。

平成20年度は22箇所でこの説明会を開催し、信

書便事業者の利用をご検討されている263団体、

信書便事業への参入をご検討されている166団体

にご参加いただきました。

説明会は、総合通信局及び沖縄総合通信事務所

（全国11箇所）を単位として開催しております。

年度ごとに開催時期や開催場所を検討しておりま

すので、ご興味をお持ちの方は総合通信局又は沖

縄総合通信事務所のホームページをご覧いただく

か、お電話などにてお問い合わせください（P61

参照）。

第1節

信書便制度の周知

■ 図表8 信書便事業説明会の実施状況（延べ数）
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て､大きく以下の２つの点に留意する必要がある

ためです。

総務省では、こうした法律の趣旨について､信

書便事業説明会（P24参照）などで周知するほか、

これに違反すると認められる事案に対して、差出

人と送達事業者の双方に対し、再度繰り返すこと

のないよう、説明・指導をしています。（平成16～

20年度の５年間で計48件を指導。）

総務省としては、今後とも、こうした法律の趣旨

について周知を進めるとともに、法律に違反すると

認められる事案に対して指導をしてまいります。

他人の信書の送達は、郵便又は信書便でしか行

えないことが法律で定められています。そのため、

郵便を取り扱う郵便事業株式会社以外の者が他人

の信書の送達の事業を行うには､信書便事業の許

可を取得する必要があります。

こうしたルールが法律で定められている理由

は、信書の送達が、宅配便やメール便のような

「物の運送」ではなく「通信」手段の一つであっ

第2節

他人の信書の送達に関する
適法性の確保

信書の送達に関する判断例
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第2章　信書便事業に関する制度及び動向

信書便事業者は平成20年３月に公表された「信

書便事業分野における個人情報保護に関するガイ

ドライン」に基づき、氏名や生年月日など特定の

個人を識別する情報、いわゆる個人情報の扱いに

ついて、例えば利用目的をできる限り特定し、そ

の達成に必要な範囲で取り扱うことや、本人の同

意なき第三者提供を制限することなど、適正な取

扱いすることが求められています。

このガイドラインの規定に加え、信書便事業者は

プライバシーポリシー等によりお客様情報を安全に

管理するよう措置を講じることになっています。

第3節

個人情報保護の推進

■ 図表9 信書便事業分野における個人情報保護に関するガイドラインの概要（抜粋）

■ 図表10 「信書の秘密の保護」と「個人情報の保護」との関係
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1 事業開始までの流れ

信書便サービスを提供するためには、q信書便

事業の許可、w信書便約款（サービスの提供条件

について定めたもの）の認可、e信書便管理規程

（信書便物の秘密を保護するための業務上の管理

方法について定めたもの）の認可、を得ることが

必要です。

以下に、サービスの提供開始までの一般的な手続

の流れを紹介いたします。

第4節

信書便事業に参入するには
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第2章　信書便事業に関する制度及び動向

2 事業の実施に関する許認可の基準

信書便事業の実施に関する主な許認可の基準は以下のとおりです。
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3 事業開始後の遵守事項

信書便事業の実施にあたっては以下の事項を遵守する必要があります。
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第2章　信書便事業に関する制度及び動向

4 事後的な監督
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1 郵便におけるユニバーサルサービス確保

の在り方等に関する調査研究会の開催

郵便におけるユニバーサルサービスの在り方等

については、平成20年３月25日に閣議決定された

規制改革推進のための３か年計画において、郵便

のユニバーサルサービスの在り方及びその確保方

策等について、平成21年度までに結論を得ること

とされています。

一方総務省では、この課題について「郵便・信

書便制度の見直しに関する調査研究会」において、

新規事業者の参入条件以外の新たなユニバーサル

サービス確保の在り方等について検討を行ってお

り、平成20年７月にまとめられた最終報告では、

「行政当局においては、あるべき制度の実現に向

けて、郵便のユニバーサルサービスの範囲・水準

等の在り方及びコスト補填策を中心にしたユニ

バーサルサービスの新たな確保方策についての検

討を早急に開始すべきである」とされています。

これらの動きを受け、現在、郵便におけるユニ

バーサルサービスの在り方の議論を更に深めるこ

とを目的として、「郵便におけるユニバーサルサー

ビス確保の在り方等に関する調査研究会」が開催

されています。

研究会では、郵便の種類別収支の整理方法やユ

ニバーサルサービスの算定方法の検討とその確保

方策などについて「ユニバーサルサービスに関す

るワーキンググループ」と「役務別コストの整理

の在り方に関するワーキンググループ」において

検討を行い、平成22年３月を目途に最終の取りま

とめを行う予定となっています。

第5節

信書便事業に関する施策
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第2章　信書便事業に関する制度及び動向

2 信書の送達サービス受付用への115番の

使用について

115番は電報受付用の電話番号とされており、

これまでNTTの電報の受付に使用されてきました。

一方、信書便サービスの１つに、電話やインター

ネット等により受け付けたメッセージ等を印刷

し、装飾が施された台紙等に添付して配達する

サービス（電報類似サービス）があります。

総務省では、電報類似サービスの利用状況、

特定信書便事業者からの要望などを踏まえ、平成

20年４月より「信書の送達サービス受付用への

115番の使用に関する検討会」（座長：相田仁 東京

大学大学院教授）を開催し、115番の新たな使用

方法について検討を行ってきました。

検討会では115番を利用する利用者の利便性確

保の観点から検討を行い、電報と遜色のないもの

である等一定の条件（受付時間、配達時間、配達

地域等）の下、特定信書便事業者が提供する電報

類似サービスの受付用に115番を使用することは

問題ないとの結論を得ました。これを受けて、

平成21年６月１日に、総務省において「電気通信

番号規則の細目を定めた件（告示）」の一部改正

を行い、115番は電報受付用に加え、特定信書便

事業者が提供する電報類似サービス（提供条件が

電報に準ずる特定信書便役務）の受付用にも使用

可能となりました。

また、告示改正にあわせて、利用者の利便性確

保のため、検討会報告書が求める115番により信

書の送達サービス受付を行う場合の利用者への周

知方法や基本的なサービス水準等、その具体的内

容を定めた「信書の送達サービス受付用への115

番の使用に関するガイドライン」が財団法人電気

通信事業者協会において策定されました。

当該告示及びガイドラインに沿った形で115番が

使用されることにより、多様で利便性の高い電報や

電報類似サービスが提供されることが期待されます。

電報類似サービス受付用（電報に準ずる特定信書便役務）への115番の使用方法


